第14号様式（第20条関係）（用紙　日本工業規格Ａ４縦長型）
認定（特例認定）特定非営利活動法人認定（特例認定）申請書
	　年　月　日

神奈川県知事　殿
	主たる事務所の
所在地
	〒

電話番号（　　）　　　―　　　　

ファクシミリ番号（　　）　　　―　　　　

	
	（フリガナ）
	

	
	法人の名称
	

	
	（フリガナ）
	

	
	代表者氏名
	

	
	設立年月日
	　　　　年　　月　　日
	□　認定

	
	過去の認定の有無

（過去の認定の有効期間）
	有　・　無

　年　　月　　日から

　年　　月　　日まで
	
	パブリックサポートテスト基準
□　相対値基準・原則
（法第45条第１項第１号イ該当）

□　相対値基準・小規模法人

（法第45条第１項第１号イ及び政令第３条該当）
□　絶対値基準

（法第45条第１項第１号ロ該当）
□　条例個別指定法人
（法第45条第１項第１号ハ該当）

	
	認定(特例認定)取消の有無

（認定(特例認定)取消日）
	有　・　無

（　　年　　月　　日）
	
	

	
	事 業 年 度
	月　日から　月　日まで
	□　特例認定

	
特定非営利活動促進法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

受けたいので、申請します。



	現に行っている事業の概要

	

	

	

	

	

	

	その他の事務所の所在地

	

	

	

	その他の参考事項

	

	


備考
１　主たる事務所及びその他の事務所の所在地は、町名及び番地まで記載してください。
２　過去の認定の有効期間及び認定（特例認定）取消日は、過去に認定（有効期間の更新の認定を除く。）又は認定の取消しを２回以上受けている場合は、直近の認定の有効期間又は認定（特例認定）取消日を記載してください。

３　次の書類を添付してください。

(1)　寄附者名簿（条例個別指定法人（法第45条第１項第１号ハに掲げる基準に適合する法人）及び特例認定を受けようとする特定非営利活動法人を除く。）

(2)　認定又は特例認定の基準に適合する旨を説明する書類（２部）

(3)　法第47条各号の欠格事由のいずれにも該当しない旨を説明する書類（２部）

(4)　寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類（２部）

４　不用の文字は、抹消してください。

第44条第１項に規定する認定特定非営利活動法人としての認定


第58条第１項に規定する特例認定特定非営利活動法人としての特例認定











